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第３章 地域包括ケアシステムに向けた本市の現状と課題 

 

１ 本市の高齢者の状況 

 

（１）高齢者の状況 

  ①人口の推移 

 

本市の総人口は年々減少傾向にあり、平成 26 年には 16,434 人となっています。人口

構成別でみると、年少人口と生産年齢人口は減少傾向にあります。 

平成 26 年の高齢化率は 37.0％となっており、平成 21 年から 2.4 ポイント増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

各年９月末時点（住民基本台帳データ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②前期・後期高齢者数の推移 

1,799  1,773  1,698  1,665  1,653  1,591  

9,973  9,781  9,635  9,427  9,070  8,760  

6,226  6,134  6,019  5,986  6,056  6,083  

34.6% 34.7% 34.7% 35.1% 36.1% 37.0% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 

年少人口 生産年齢人口 高齢者人口 高齢化率 

平成 26年９月末時点（住民基本台帳データ） 

17,998 17,688 17,352 17,078 16,779 16,434 

総人口 16,434人 

男性 7,628人 女性 8,806人 
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平成 25 年の高齢者人口は 6,056 人で、前期高齢者（６５～７４歳）・後期高齢者   

（７５歳以上）ともにほぼ横ばい状態となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者世帯の状況 

 

   高齢者のいる世帯数は、平成 22 年には 4,021 世帯で、平成 12 年から減少傾向にあり

ます。一般世帯数に対する割合は 53.9％となっています。 

   また、高齢者のいる世帯のうち、35.3％が高齢者単身世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※高齢者夫婦世帯とは、夫 65歳以上妻 60歳以上の夫婦一組の一般世帯 

 (国勢調査) 

平成 26年 9 月末時点（住民基本台帳データ） 

１２/１６変更分 （単位：世帯）

平成12年 平成17年 平成22年

7,892 7,659 7,455

高齢者のいる世帯数 4,141 4,086 4,021

（65歳以上） 構成比 52.5% 53.3% 53.9%

高齢者単身世帯数 1,310 1,337 1,420

構成比 31.6% 32.7% 35.3%

高齢者夫婦世帯数 1,319 1,281 1,202

構成比 31.9% 31.4% 29.9%

高齢者同居世帯数 1,512 1,468 1,399

構成比 36.5% 35.9% 34.8%

一般世帯数

2,485  2,366 2,252  2,253  2,346  2,446  

3,741  3,768 3,767  3,733  3,710  3,637  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成21年 

（2009年） 

平成22年 

（2010年） 

平成23年 

（2011年） 

平成24年 

（2012年） 

平成25年 

（2013年） 

平成26年 

（2014年） 

前期高齢者 後期高齢者 

6,226 6,134 6,019 5,986 6,056 6,056 6,083 
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（３）高齢者の就業状況 

 

  平成 22年国勢調査結果における高齢者の就業者数は、前期高齢者は 708人、後期高齢者

は 360人で、平成 12年と比較すると、前期高齢者は減少、後期高齢者は増加しています。   

総就業者に占める高齢者の割合は増加傾向、高齢者人口に占める就業者の割合は減少傾

向にあります。 

  業種別内訳をみると、就業者全体では３割以上をサービス業が占めているのに対して、

高齢者は約５割が農林漁・鉱業、約２割がサービス業となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(各年国勢調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(平成 22 年国勢調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５～７４歳 ７５歳以上

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ／Ａ） （Ｃ／Ｂ）

平成１２年 8,812 6,214 1,144 934 210 13.0% 18.4%

平成１７年 8,323 6,294 1,080 788 292 13.0% 17.2%

平成２２年 7,685 6,041 1,068 708 360 13.9% 17.7%

高齢者人
口に占め
る就業者
の割合

６５歳以上の就業者数
総就業
者数

６５歳以上
人口

就業者に
占める高
齢者の割

合

農林漁・
鉱業

建設・
製造業

卸小売業・
飲食業

金融・保険・
不動産業

サービス業・
その他

1068 559 106 187 1 215

100.0% 52.3% 9.9% 17.5% 0.1% 20.1%

627 358 58 88 0 123

100.0% 57.1% 9.3% 14.0% 0.0% 19.6%

441 201 48 99 1 92

100.0% 45.6% 10.9% 22.4% 0.2% 20.9%
女

区分
就業人口
総数

業種別内訳

総数

男

19.8% 

52.3% 

22.3% 

9.9% 

20.7% 

17.5% 

1.9% 

0.1% 

35.3% 

20.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 

６５歳以上 

農林漁・ 

鉱業 

建設・ 

製造業 

卸小売業・ 

飲食業 

金融・保険・ 

不動産業 

サービス業・ 

その他 
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（４）各圏域における高齢化の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【牛根地区】 【協和地区】 

769  749  751  

38.2% 38.5% 39.9% 

0.0%
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45.0%

0

200

400

600

800

1,000
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H24 H25 H26

高齢者数 高齢化率 

857  856  828  

43.3% 44.9% 45.1% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H24 H25 H26

高齢者数 高齢化率 

【中央・水之上・大野地区】 【新城・柊原地区】 

3,207  3,180  3,316  

30.7% 30.8% 
32.5% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H24 H25 H26

高齢者数 高齢化率 

1,165  1,162  1,181  

44.0% 44.9% 46.8% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

0

400

800

1,200

1,600

2,000

H24 H25 H26

高齢者数 高齢化率 

地区人口 65歳以上 高齢化率 地区人口 65歳以上 高齢化率 地区人口 65歳以上 高齢化率

牛根地区 1,980 857 43.3% 1,905 856 44.9% 1,834 828 45.1%

協和地区 2,012 769 38.2% 1,946 749 38.5% 1,882 751 39.9%

中央・水之上・大野地区 10,438 3,207 30.7% 10,341 3,180 30.8% 10,194 3,316 32.5%

新城・柊原地区 2,648 1,165 44.0% 2,587 1,162 44.9% 2,524 1,181 46.8%

合計 17,078 5,998 35.1% 16,779 5,947 35.4% 16,434 6,076 37.0%

H24 H25 H26
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（５）他市町村との少子高齢化状況の比較 

 

県内すべての自治体の ①人口、②年少人口、③65 歳以上人口のデータをもとに、各  

自治体の④年少人口の割合及び⑤高齢化率を算出しました。 

県平均値で４つの象限に分けると、年少人口の割合が低いと少子化傾向に、高齢化率

が高いと高齢化傾向にあることから、第２象限に当たるエリアに位置する自治体は少子

高齢化がより進んだ地域であると考えることができます。 

本市は年少人口の割合が県平均値より低く、また高齢化率が県平均値より高いことか

ら、少子高齢化の進行が激しいと言えます。しかしながら、地域によっては高齢化率が

県平均値より低いところもあることから、地域ごとの格差が大きいことに留意する必要

があります。 
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35.0%
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40.0%

42.5%
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9.0% 9.5% 10.0% 10.5% 11.0% 11.5% 12.0% 12.5% 13.0% 13.5% 14.0% 14.5% 15.0% 15.5% 16.0% 16.5% 17.0% 17.5% 18.0%

高
齢
化
率
（
％
） 

年少人口の割合（％） 
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高

齢

化 

少 子 化 

【第１象限】 【第２象限】 

【第４象限】 【第３象限】 
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２ 本市の介護保険の利用状況等 

 

（１）要介護認定者数及び認定率の推移 

 

本市における要介護認定者数は年々微増しており、平成 24 年度に比べ平成 26 年度末

時点では 41人増の 1,202人となっています。 

なお、認定率については 19.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）給付費の推移 

 

 

1,196  

1,385  
1,479  

1,534  1,664  1,598  1,487  
1,546  1,527  

1,588  
1,643  1,660  

1,753  
1,828  

92.7% 
94.0% 

96.5% 

95.9% 

102.6% 

97.3% 

89.9% 

89.6% 

86.9% 

88.3% 

90.4% 90.3% 
91.6% 
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平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

保険給付費実績（百万円） 対計画達成率 

345  365  376  

816  835  826  

1,161  1,200  1,202  

19.4% 19.8% 19.7% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

要支援 要介護 認定率 
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（４）日常生活圏域の状況 
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第１号被保険者１人当たり在宅サービス・施設サービス給付月額(保険者比較)（平成26年04月） 

全国 鹿児島県 垂水市 
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３ 高齢者アンケート調査結果 

 

（１）調査の概要 

 ①調査目的 

平成 27 年度から平成 29 年度までの高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画を策

定するにあたり、既存データでは高齢者等の実態や意識・意向を調査・分析するため

の基礎資料とすることを目的に実態調査を実施しました。 

 ②調査の種類 

一般高齢者調査、若年者調査、在宅要介護者調査の３種類 

 ③調査の実施期間 

調査期間    平成 25年 11月～平成 25年 12 月 

 ④調査対象及び調査方法 

調 査 の 種 類 一般高齢者調査 若年調査 在宅要介護(要支援)者調査 

調 査 対 象 者 

65歳以上の高齢者のうち、

要介護認定を受けていない

者 

40 歳以上 65 歳未満の者の

うち、要介護認定を受けて

いない者 

40歳以上の者うち、要介護

認定を受けている者（在宅） 

対 象 者 の抽 出 無作為抽出 無作為抽出 無作為抽出 

調 査 方 法 
民生委員等による 

聞き取り調査 

民生委員等による 

聞き取り調査 

介護支援専門員等による 

聞き取り調査 

 ⑤調査数及び回収率 

 ⑥報告書利用上の注意 

・単一回答における構成比（％）は、百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、

合計は 100％と一致しない場合がある。 

・構成比（％）は、回答人数を分母として算出している。 

 

調 査 の 種 類 一般高齢者調査 若年調査 在宅要介護(要支援)者調査 

配 布 数 ５２９件 ５２８件 ４５７件 

回 収 数 ５００件 ４９３件 ４５７件 

回 収 率 ９４．５% ９３．４% １００．０% 
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（２）個別調査結果 

①住み慣れた地域での居住意向 

一般高齢者・在宅要介護者ともに８割以上が「現在の住居に住み続けたい」とし、   

住み慣れた地域における生活を望んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83.7% 

1.5% 

1.0% 

1.0% 

0.4% 

0.2% 

0.0% 

2.1% 

10.0% 

0.0% 50.0% 100.0%

現在の住居にずっと住み

続けたい 

買い物や通院に便利な市

街地に住居を買って（借り

て）移り住みたい 

自然豊かで静かな環境の

郊外に住居を買って（借り

て）移り住みたい 

家族や親族，兄弟姉妹の

ところへ移り住みたい 

有料老人ホームへ移り住

みたい 

サービス付き高齢者向け

住宅へ移り住みたい 

共同居住型の住まい（グ

ループリビング）へ移り住

みたい 

介護保険施設に入所した

い 

わからない 

【一般高齢者 N=478】 
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2.8% 

1.7% 

1.3% 

0.7% 

0.4% 

6.7% 

3.7% 

0.0% 50.0% 100.0%

現在のまま住み続けたい 

現在の住まいを改修する

などして住み続けたい 

子ども、兄弟姉妹、親族の

ところへ転居したい 

高齢者対応の住宅やア

パートへ転居したい 

グループホームへ入居し

たい 

有料老人ホーム・軽費老

人ホームなどへ入居したい 

介護保険施設（特別養護

老人ホーム、老人保健施

設など）に入所したい 

その他 

【在宅要介護者 N=461】 
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②健康状況（疾病状況）について 

現在治療中、または後遺症のある病気については、一般高齢者・在宅要介護者ともに

「高血圧」が最も多く、一般高齢者は約３割、在宅要介護者は約２割となっています。 

一方、一般高齢者と在宅要介護者との比較で、約１０ポイントの差異がある病気に  

ついては、「がん（新生物）」「高血圧」となっています。 

危険要因について、情報の把握やヘルスアセスメントに基づき、生活習慣病や認知症

などの予防や疾病の早期発見に努めるとともに、自らの健康に関心が持てるよう、壮年

世代から健康増進に取り組むよう意識の向上を図る必要があります。 
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パーキンソン病 

腎臓・前立腺の病気 

認知症（アルツハイマー病等） 

心臓病 

その他 

高脂血症（脂質異常） 

目の病気 

胃腸・肝臓・胆のうの病気 

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等） 

脳卒中（脳出血、脳梗塞等） 

がん（新生物） 

外傷（転倒、骨折等） 

血液・免疫の病気 

ない 

一般高齢者(N=477) 在宅要介護者(N=462) 
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③介護等が必要になった主な原因 

介護等が必要になった主な原因については、一般高齢者は「高齢による衰弱」とする

割合が最も高く、次いで「関節の病気（リウマチ等）」「視覚・聴覚障害」「その他」の    

順に高くなっています。一方、在宅要介護者は「認知症（アルツハイマー病等）」とする

割合が最も高く、次いで「高齢による衰弱」「骨折・転倒」「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）」

の順に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.3% 

15.6% 

10.4% 

10.4% 

6.5% 

5.2% 

5.2% 

5.2% 

3.9% 

2.6% 

2.6% 

2.6% 

1.3% 

1.3% 

13.0% 

8.9% 

3.5% 

9.2% 

12.4% 

20.9% 

5.5% 

0.6% 

11.5% 

6.1% 

3.1% 

1.3% 

1.9% 

2.1% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

高齢による衰弱 

関節の病気(リウマチ等)  

視覚・聴覚障害 

その他 

骨折・転倒 

認知症(アルツハイマー病等) 

糖尿病 

不明 

脳卒中（脳出血・脳梗塞等） 

心臓病 

呼吸器の病気(肺気腫･肺炎等)  

脊椎損傷 

がん（悪性新生物） 

パーキンソン病 

一般高齢者(N=54) 在宅要介護者(N=444) 



41 

④生活機能について 

一般高齢者実態調査結果及び在宅要介護者実態調査結果において、状態別（一般高齢

者・二次予防対象者・要支援者・要介護者）における生活機能の「非該当者」の割合を

みると、各項目で「一般」が高く、「要介護」の「虚弱」「認知症予防」の割合は他に     

比べると低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※一  般：一般高齢者調査にて、 

二次予防事業の非対象となった者 

 二次予防：一般高齢者調査にて、 

二次予防事業の対象となった者 

※運   動：運動器の機能向上 

 栄   養：栄養改善 

 口   腔：口腔機能の向上 

 閉じこもり：閉じこもり予防・支援 

 認知症予防：認知症機能低下予防・支援 

 う つ 病：うつ予防・支援 

 転   倒：転倒リスク 

 虚   弱：虚弱改善 

 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

虚弱 

運動 

栄養 

口腔 

閉じこもり 

認知症予防 

うつ予防 

転倒 

一般 二次予防 要支援 要介護 
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⑤外出頻度 

外出頻度について、一般高齢者の約９割は週に１回以上は外出しています。 

また、在宅要介護者においては、約３割が週に１回も外出していないとし、介護度別

でみると要支援者（１・２）の軽度者において、２割弱となっています。 

閉じこもりには、老化による体力低下・疾病・障害などの身体的要因によるものも  

あるが、活動意欲の低下や性格などの心理的要因によるものもあります。 

生活不活発病（安静状態が長期に渡って続く事によって起こる、さまざまな心身の  

機能低下）につながることのないよう、少なくとも週１回以上の外出が確保できるよう

配慮する必要があります。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90.4% 

73.2% 

9.6% 

26.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般高齢者(N=477) 

在宅要介護者(N=462) 

はい いいえ 

50.0% 

96.9% 

93.1% 

91.5% 

87.2% 

77.2% 

50.0% 

3.1% 

6.9% 

8.5% 

12.8% 

22.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４０～６４歳(N=2) 

６５～６９歳(N=98) 

７０～７４歳(N=116) 

７５～７９歳(N=118) 

８０～８４歳(N=86) 

８５歳以上(N=57) 

はい いいえ 

84.4% 

80.6% 

79.3% 

74.5% 

71.7% 

43.3% 

22.7% 

15.6% 

19.4% 

20.7% 

25.5% 

28.3% 

56.7% 

77.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１(N=77) 

要支援２(N=36) 

要介護１(N=135) 

要介護２(N=102) 

要介護３(N=60) 

要介護４(N=30) 

要介護５(N=22) 

はい いいえ 
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⑥社会参加について 

一般高齢者の約８割以上が、趣味や生きがいについて「ある」としています。 

しかし、地域における社会参加の状況については、「参加していない」とする   割合

が非常に高い状況になっています。 

なお、「収入ある仕事」を週に４回以上している方は、約１割となっています。 

高齢者の社会参加活動は、高齢者の生きがいのみならず、閉じこもり防止・身体機能

の向上・地域貢献につながるなど多様な意義があることから、ニーズや志向なども踏ま

え、さまざまな社会参加の機会を確保することが大切です。 

 

 

 

 

 

  

一般高齢者(N=) 

一般高齢者(N=) 

82.4% 

88.5% 

17.6% 

11.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

趣味はありますか(N=478) 

生きがいはありますか(N=477) 

はい いいえ 

10.3% 

4.4% 

2.5% 

6.7% 

5.2% 

4.8% 

7.7% 

6.7% 

4.0% 

3.8% 

4.0% 

3.8% 

11.9% 

5.0% 

6.7% 

10.0% 

37.0% 

5.9% 

14.3% 

31.8% 

5.9% 

80.3% 

82.4% 

79.5% 

81.6% 

57.7% 

89.9% 

79.7% 

66.1% 

72.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ボランティアのグループ 

スポーツ関係のグループやクラブ 

趣味関係のグループ 

老人クラブ 

町内会・自治会 

学習・教養サークル 

その他の団体や会 

地域の生活環境の改善（美化）活動 

収入ある仕事 

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 
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⑦介護者の状況 

主な介護者の年齢については、約６割が「65歳未満」となっています。 

なお、在宅要介護者の年齢別にみてみると、在宅要介護者「75～84歳」の主な介護者

の年齢は「75～84歳」が約２～３割、在宅要介護者「85歳以上」の主な介護者の年齢は

「85歳以上」が約１割と、老老介護の顕著さが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.5% 

63.1% 

50.0% 

37.0% 

47.6% 

71.4% 

59.3% 

15.1% 

5.2% 

51.9% 

47.6% 

14.3% 

14.1% 

4.3% 

21.6% 

25.9% 

11.1% 

14.3% 

11.5% 

9.5% 

4.5% 

1.7% 

4.8% 

6.3% 

8.6% 

9.0% 

17.2% 

8.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

85歳以上 

80～84歳 

75～79歳 

70～74歳 

65～69歳 

40～64歳 

全体 

主な介護者 

在
宅
要
介
護
者

 

65歳未満 65～74歳 75～84歳 85歳以上 無回答 


